
■ 議案第１号　令和５年度米原市一般会計補正予算（第９号）

　　【補正予算額　　379,746千円】　補正後の予算額　　23,586,083千円

【歳入】 （単位：千円）

補正額

１ 国庫支出金 330,260 補助金

　▷物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 315,260

　▷道路橋りょう費補助金 15,000

２ 繰越金 5,986 繰越金

　▷前年度繰越金（確定額772,310千円） 5,986

３ 市債 43,500

　▷農地等保全管理事業（公共事業等債） ▲ 4,700

　▷農地等保全管理事業 33,200

　▷道路橋りょう整備事業 15,000

【歳出】 （単位：千円）

補正額

１ 4,367

4,367

２ 6,330

4,120

410

1,800

３ 68,950

57,620

5,750

（次頁に続く） 　国）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  63,370

活支援事業の実施による経費の追加

　▷消耗品費（１人当たり５千円分の商品券、封筒）

　▷通信運搬費

　国）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,800

高齢者福祉事業 【高齢者物価高騰対策生活支援事業】
（高齢福祉課） 物価高騰の影響を受けている高齢者（65歳以上）の生

　〔支援額〕

　　・放課後等デイサービス　10万円

　　・通所等サービス　10万円

　〔対象者〕

　　市内に事業所を有する障害福祉サービス事業所

　　（１サービス単位）

の経済的な負担軽減を図るための支援金支給に係る経

費の追加

　▷ 障害福祉サービス事業所運営支援金

　国）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　4,530

【障害福祉サービス事業所運営支援金】

物価高騰の影響を受けている障害福祉サービス事業所

活支援事業の実施による経費の追加

　▷消耗品費（１人当たり５千円分の商品券、封筒）

　▷通信運搬費

　国）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,367

障がい者福祉事業 【障がい者物価高騰対策生活支援事業】
（社会福祉課） 物価高騰の影響を受けている重度障がい児（者）の生

項目 主な内容

賦課事業 定額減税の実施に向けた準備経費の追加
（税務課） 　▷電算処理委託料

令和６年米原市議会第１回臨時会　一般会計補正予算の概要について

項目 主な内容

市債

　（防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債）＊補正予算債

　（防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債）＊補正予算債

低所得者支援・定額減税一体措置関連

市独自の物価高騰対策

市独自の物価高騰対策



補正額

３

5,580

４ 235,613

123

678

264

9,548

225,000

５ 13,750

3,850

9,900

６ 13,314

13,314

７ 4,422

4,422

８ 33,000

30,000

3,000

　国）道路橋りょう費補助金　15,000

　債）防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債　15,000

緊急の修繕に対応するための舗装修繕工事経費の増額

　▷道路等補修工事（緊急舗装修繕）

道路維持管理事業 国補正予算の内示に伴う経費の増額
（建設課） 　▷道路等補修工事（幹線道路舗装修繕）

　→藤川相撲庭線

　▷県営経営体育成基盤整備事業負担金（井之口地区）

　債）公共事業等債　▲2,400

　債）防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債　6,700

農業施設整備事業 国補正予算の内示に伴い、令和６年度から事業を前倒

（農政商工課） しすることによる経費の増額および財源更正

援事業 しすることによる経費の増額

（農政商工課） 　▷県営かんがい排水事業負担金（姉川沿岸地区）

　債）防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債　10,600

　債）公共事業等債　▲2,300

　債）防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債　15,900

姉川沿岸土地改良区支 国補正予算の内示に伴い、令和６年度から事業を前倒

（農政商工課） 　▷県営経営体育成基盤整備事業負担金（入江善積地

     区）

　▷県営農村地域防災減災事業負担金（入江Ⅴ期）

　国）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　235,613

入江干拓土地改良区支 国補正予算の内示に伴い、令和６年度から事業を前倒

援事業 しすることによる経費の増額および財源更正

　▷手数料

　▷電算処理委託料

　▷電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金

されている18歳以下の児童１人当たり５万円を支給

　▷消耗品費

　▷通信運搬費

支援分） １世帯当たり10万円を支給
（福祉政策課） ②令和５年度住民税非課税世帯および均等割のみ課税

世帯への給付への加算として、当該世帯において扶養

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,580

電力・ガス・食料品等 低所得者世帯に対する給付金を支給するための経費の

価格高騰重点支援給付 追加

金給付事業（低所得者 ①令和５年度住民税均等割のみ課税される世帯に対し、

　　・通所系サービス　 ５万円

　　・その他サービス　 ５千円/台

　国）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　〔支援額〕

　　・入所系サービス   定員×６千円

　　・居住系サービス　 10万円

　〔対象者〕

　　市内に事業所を有する介護サービス事業所

　　（１サービス単位）

物価高騰の影響を受けている介護保険事業者の経済的

な負担軽減を図るための支援金支給に係る経費の追加

　▷介護サービス事業所運営支援金

項目 主な内容

（前頁からの続き） 【介護サービス事業所運営支援金】

低所得者支援・定額減税一体措置関連

国補正予算関連

国補正予算関連

国補正予算関連

国補正予算関連



【繰越明許費】（追加） （単位：千円）

事業名

定額減税事業

道路維持管理事業

【繰越明許費】（変更） （単位：千円）

３  民生費 １　社会福祉費
電力・ガス・食料品
等価格高騰重点支援
給付金給付事業

3,600 電力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援給付金の給付について、年度内
の事業完了が見込めないため繰越限
度額を変更するもの。239,213

款 項 事業名
変更前

備考
変更後

２  総務費 ２　徴税費 4,367
定額減税に係るシステム改修につい
て、年度内の完了が見込めないため
繰越すもの。

８  土木費 ２  道路橋りょう費 54,000
国補正予算に伴う事業執行であるた
め年度内の完了が見込めない等の理
由により繰越すもの。

款 項 金額 備考


